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(57)【要約】
【課題】　定常温度場で熱伝導率または接触熱抵抗など
の熱特性を測定する方法において、簡便な方法を用いて
測定系からの放熱を抑制し、試料高温側と低温側の通過
熱流束を一致させる。
【解決手段】　被測定試料を挟持する保持部材中の主熱
流方向に対して平行に、保持部材と非当接かつ一定間隔
で保護加熱部材を配置する。低温側保護加熱部材の制御
温度と低温側保持部材の長さ方向中心部温度を等しく制
御する。高温側と低温側の通過熱流束を比較し、高温側
の通過熱流束が大きい場合には高温側保護加熱部材の制
御温度を上昇させ、低温側の通過熱流束が大きい場合に
は高温側保護加熱部材の制御温度を低下させる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定試料を挟持する第１の保持部材と第２の保持部材と、
　前記第１の保持部材と第２の保持部材の前記被測定試料を挟持する面とは逆の端面に配
置され、前記第１の保持部材と第２の保持部材の間に温度差を与える第１、第２の主加熱
手段と、
　前記第１の保持部材と第２の保持部材の周囲に配置され、前記第１の保持部材と第２の
保持部材の温度を制御する第１、第２の保護加熱手段と、
　前記第１の保持部材を通過する熱流束ｑ１と第２の保持部材を通過する熱流束ｑ２を計
測する手段と、前記計測した熱流束ｑ１と熱流束ｑ２が等しくなるように前記第１、第２
の保護加熱手段の温度を制御する制御手段を有することを特徴とする熱特性の測定装置。
【請求項２】
　前記熱流束ｑ１、ｑ２を計測する手段は、前記第１の保持部材および第２の保持部材の
軸方向に配置された複数の温度センサであることを特徴とする請求項１に記載の熱特性の
測定装置。
【請求項３】
　第１の保持部材と第２の保持部材により被測定試料を挟持し、
　前記第１の保持部材と第２の保持部材の前記被測定試料を挟持する面とは逆の端面に配
置された第１、第２の主加熱手段により、前記第１の保持部材と第２の保持部材を加熱し
、第１の保持部材と第２の保持部材の間に温度差を設け、
　前記第１の保持部材と第２の保持部材の周囲に配置された第１、第２の保護加熱手段の
温度を、前記第１の保持部材を通過する熱流束ｑ１と第２の保持部材を通過する熱流束ｑ
２が等しくなるように制御し、
　前記第１の保持部材と第２の保持部材の温度と、前記等しくなるように制御された熱流
束ｑ１もしくはｑ２とから、被測定試料の熱特性を算出することを特徴とする熱特性の測
定方法。
【請求項４】
　前記第１の保護加熱手段と第２の保護加熱手段の温度制御は、第１の保持部材と第２の
保持部材の軸方向中央部の温度により行われることを特徴とする請求項３に記載の熱特性
の測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱伝導率または接触熱抵抗を定常法で測定する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、様々な機器の省エネルギー化に対する要求が高まっており、熱を伝えるべき場所
と遮断すべき場所に効果的に部材を配置する設計が求められている。そのため、使用する
部材の熱特性を知ることが非常に重要となってきている。特に熱伝導率は熱の伝えやすさ
を表す指標であり、測定の要望が高い。また、電子機器における伝熱用グリースの熱伝達
特性評価のように、部材間の接触面の接触熱抵抗の測定も重要な課題である。
【０００３】
　材料の熱特性を測定する方法は従来から広く研究されており、さまざまな方式が提案さ
れている。大別すると、試料と測定系とを含む温度場を時間的に一定に保持して測定する
定常法と、試料の過渡的な温度応答を用いて測定する非定常法に分類することができる。
定常法には平板直接法、熱流計法、平板比較法などがある。
【０００４】
　定常法で熱伝導率を測定する場合、試料両面に温度差ΔＴを与えた状態で、試料を通過
する熱流束ｑを計測する。計測した熱流束ｑと（式１）を用いて熱抵抗Ｒを求める。
Ｒ＝ΔＴ／ｑ　　　（式１）
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　また、試料の熱伝導率λは、試料厚みｄに対して、（式２）を用いて算出される。
λ＝ｄ／Ｒ＝ｄ・ｑ／ΔＴ　　　（式２）
　これは、熱伝導におけるフーリエの法則を直接利用したものである。また、二つの試料
を重ねて同様にΔＴとｑを決定し、二つの試料を重ねた状態の熱抵抗も求めることができ
る。二つの試料間の接触熱抵抗は、二つの試料全体の熱抵抗から、個別の試料の熱抵抗を
差し引いて求めることができる。
【０００５】
　一方、非定常法には細線加熱法（または熱線法）、フラッシュ法、周期加熱法が分類さ
れるが、フラッシュ法、周期加熱法の測定値は熱拡散率である。熱伝導率は、熱拡散率と
、比熱および密度を用いて算出される。比熱および密度の測定には別の測定機が必要であ
りコストがかかるため、熱伝導率を直接測定することが好ましい。
【０００６】
　細線加熱法は、細線状の発熱体から周囲試料へ熱が伝わる際の発熱部温度変化を元に熱
伝導率を直接測定することができる。ただし、細線を中心とする温度変化が外部との境界
面の影響で乱れると測定精度が悪化する。また、同じ理由で接触熱抵抗の測定には原理式
の大幅な修正が必要となる。
【０００７】
　以上より、熱伝導率および接触熱抵抗を同一装置において測定できる定常法は有効な測
定手法である。
【０００８】
　定常法の一つである平板比較法は、図３に示すように、被測定試料４０を熱伝導率が既
知の保持部材１１ａおよび１１ｂで挟持し、保持部材１１ａを相対的に高温、保持部材１
１ｂを相対的に低温に保つことで、保持部材および被測定試料に熱流を発生させる。試料
両端に温度差ΔＴを与え、保持部材中の温度分布から熱流束ｑを求めることで、（式２）
より熱伝導率が得られる。ここで、保持部材または試料表面からの放熱が発生すると、試
料を通過する熱流束を正確に見積もることができず、熱伝導率を求めることができない。
【０００９】
　そこで、被測定試料周辺からの放熱を抑制するものとして、環境を真空化し試料周辺の
断熱部材を補助的に加熱したものが考えられている（特許文献１）。試料を真空槽内に配
置した上で、試料側面を断熱部材で囲んだ構成を有している。試料両端に温度差を与える
と試料内に温度分布が生じる。このとき、外部補助加熱装置を用いて試料に発生する温度
分布とほぼ同様の温度分布を断熱部材に発生させることによって、試料と断熱部材の対向
面の温度差を低減し、放熱を抑制している。
【００１０】
　また、大気中で放熱を抑制した測定をおこなうものとしては、試料周辺の対流を抑制す
る構造と、保持部材および試料の周囲に複数の補償ヒータを設けたものも考えられている
（特許文献２）。図６は、特許文献２に開示されている熱伝導率測定装置の概略図である
。試料４０および試料保持部材１１は縦型に配置され、試料保持部材と保持部材の周囲に
設けられた保護加熱部６１の対向する位置にそれぞれ温度センサ６２が設けられている。
保持部材の温度測定点は、保持部材の温度分布から熱流束を求めるために、主熱流の方向
に複数設けられている。また、保護加熱部は補償ヒータ６３を備え、対向する保持部材と
保護加熱部の温度が等しくなるように補償ヒータを温度制御する。また、複数の補償ヒー
タの温度を独立に制御するために、補償ヒータ同士は断熱された構造を有している。さら
に、補償ヒータと保持部材は直接接触せず、すきまの対流を抑制するために、保持部材に
接するフィン状の断熱素材６４により、保持部材と補償ヒータ部のすきまが高さ方向に細
分化された構造となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特登録０２８３２３３４号
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【特許文献２】特開２００６－１４５４４６号広報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかしながら特許文献１記載の方法では、熱伝導率の測定を真空槽内で行う技術が開示
されているが、真空槽や真空ポンプなどの機器が必要となり、測定が大掛かりになる。ま
た、特許文献２記載の方法では、大気中で熱伝導率と接触熱抵抗を測定できるが、測定部
と放熱抑制部の間の空気対流を低減する断熱性のフィンを設けている。このような対策は
構造が複雑であり、コストが高くなる。また多数のヒータ温度を独立に制御するために、
制御も複雑になり、多数の温度センサを校正するための手間もかかる。
【００１３】
　さらに、特許文献１、特許文献２記載の保護加熱方法は共に、試料と保護加熱部の対向
面の温度を等しく制御し、試料および保持部材からの放熱の発生を抑制するものである。
しかしながら、図３で示した熱流束ｑは、試料を挟んだ両側の保持部材中で一致させる事
は非常に困難である。
【００１４】
　そこで本発明の目的は、高温側および低温側の保持部材中の熱流束ｑを能動的に一致さ
せることで、熱伝導率や接触熱抵抗などの熱特性の測定方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　前記目的を達成するため本発明では、被測定試料を挟持する第１の保持部材と第２の保
持部材と、前記第１の保持部材と第２の保持部材の前記被測定試料を挟持する面とは逆の
端面に配置され、前記第１の保持部材と第２の保持部材の間に温度差を与える第１、第２
の主加熱手段と、前記第１の保持部材と第２の保持部材の周囲に配置され、前記第１の保
持部材と第２の保持部材の温度を制御する第１、第２の保護加熱手段と、前記第１の保持
部材を通過する熱流束ｑ１と第２の保持部材を通過する熱流束ｑ２を計測する手段と、前
記計測した熱流束ｑ１と熱流束ｑ２が等しくなるように前記第１、第２の保護加熱手段の
温度を制御する制御手段を有する熱特性の測定装置を提供している。
【００１６】
　また、第１の保持部材と第２の保持部材により被測定試料を挟持し、前記第１の保持部
材と第２の保持部材の前記被測定試料を挟持する端面とは逆の面に配置された第１、第２
の主加熱手段により、前記第１の保持部材と第２の保持部材を加熱し、第１の保持部材と
第２の保持部材の間に温度差を設け、前記第１の保持部材と第２の保持部材の周囲に配置
された第１、第２の保護加熱手段の温度を、前記第１の保持部材を通過する熱流束ｑ１と
第２の保持部材を通過する熱流束ｑ２が等しくなるように制御し、前記第１の保持部材と
第２の保持部材の温度と、前記等しくなるように制御された熱流束ｑ１もしくはｑ２とか
ら、被測定試料の熱特性を算出する熱特性の測定方法を提供している。
【発明の効果】
【００１７】
　以上説明したように、本出願の発明によれば、試料高温側と低温側の通過熱流束を判定
し、保護加熱部材の制御温度を決定するので、試料高温側と低温側それぞれ一つずつの保
護加熱を行うことで高温側と低温側の熱流束を等しく制御できる。これにより、大気中で
、保持部材と保護加熱部材間に対流抑制方法や多数の保護加熱部材を必要とせず、定常法
による熱伝導率または接触熱抵抗などの熱特性の測定を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】第１の実施例にかかる熱伝導率測定装置の構成を説明する図である。
【図２】第１の実施例にかかる熱伝導率測定装置の主熱流方向に垂直な断面の模式図であ
る。
【図３】定常比較法における熱伝導率の測定原理を表す図である。
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【図４】第１の実施例にかかる高温側と低温側の熱流束を一致させる手順を示すフロー図
である。
【図５】第２の実施例にかかる接触熱抵抗測定方法の被測定試料周辺部を説明する図であ
る。
【図６】従来例を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明者は、さまざまな試料と測定条件に対して熱伝導率と接触熱抵抗等の熱特性を測
定するためには、保持部材と保護加熱部の温度を等しく制御することよりも、試料を挟ん
だ両側で熱流束ｑを能動的に一致させることのほうが有効であることに着目した。以下、
それを実現する本発明の好適な実施形態について図面を参照して説明する。
【００２０】
　（第１の実施の形態）
　（装置構成）
　図１は本発明の実施形態に関する熱伝導率測定装置の構成図である。被測定試料４０は
保持部材１１ａと保持部材１１ｂにより挟持されている。熱伝導率既知（λｓ）の保持部
材１１ａ（第１の保持部材）および１１ｂ（第２の保持部材）それぞれの被測定試料４０
と逆の端面には、主加熱部１２ａ（第１の主加熱手段）および１２ｂ（第２の主加熱手段
）がそれぞれ取り付けられている。主加熱部１２ａおよび１２ｂは所定の温度に制御可能
で、主加熱部１２ａおよび１２ｂを相異なる温度に保持することで、保持部材１１ａおよ
び１１ｂには温度分布と熱流束ｑが生じる。また、図１中矢印ｘで表す保持部材の主熱流
方向に沿うように、保持部材の周囲に一定間隔で配置された保護加熱部材１３ａ（第１の
保護加熱手段）および１３ｂ（第２の保護加熱手段）から構成される。
【００２１】
　前記保持部材１１ａおよび１１ｂのそれぞれに複数設けられた温度センサ１１１により
、保持部材の主熱流方向ｘに沿う温度分布が測定される。本実施の形態において、保持部
材の長さは６０ｍｍであり、温度センサは、主加熱部と非接触側の端面から５、１５、２
５、４５ｍｍの位置に設けられている。主加熱部１２ａおよび１２ｂの保持部材と接続さ
れている反対側の面には、冷却部材１４ａおよび１４ｂが接続されている。
【００２２】
　計測部１０ａは、保持部材１１ａ、加熱部１２ａ、保護加熱部材１３ａ、冷却部材１４
ａにより構成されている。また計測部１０ｂは、保持部材１１ｂ、加熱部１２ｂ、保護加
熱部材１３ｂ、冷却部材１４ｂにより構成されている。計測部１０ａにはロードセル２４
を介して加圧力発生機構２３に接続され、加圧力を測定し、制御可能になっている。加圧
力発生機構２３は一方の計測部を保持部材の主熱流方向に可動させる。加圧力発生機構は
静荷重や空気圧、バネ力などの手段により作動し、任意の加圧力で熱伝導率または接触熱
抵抗を測定可能となっている。また、上記計測部１０ａおよび１０ｂは測定チャンバー３
１内に収納されており、環境を安定化させて測定することが可能である。
【００２３】
　なお、温度センサを配置する位置は任意に選択可能であり、保持部材１１ａおよびｂの
主加熱部と非接続側の端面に配置して端面温度を直接測定することができる。また複数備
えた温度センサの出力から端面温度を外挿により求めることも可能である。
【００２４】
　また、計測部１０ａおよび１０ｂは試料保持部を中心として上下対称構成となっている
ので、上側計測部１０ａまたは下側計測部１０ｂのどちらを高温側としてもよい。高温側
と低温側の主加熱部の温度を適宜調整することで、熱伝導率または接触熱抵抗の温度依存
性を測定することができる。
【００２５】
　図２は計測部の主熱流に垂直な面の断面図を示す。本実施例の態様では、保持部材１１
は円柱形状であり、保護加熱部材１３は保持部材１１と同じ中心軸を有する２つ割型の半
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円筒状部材となっている。本実施例において、保持部材の断面形状は直径１２ｍｍである
が、測定する試料の態様に従い、任意に決定できる。保護加熱部材の保持部材と対向する
面は、保持部材と同一素材の高熱伝導性材料で構成されている。本実施例において保持部
材はアルミ合金により構成されているが、銅や炭素鋼なども用いることができる。
【００２６】
　保護加熱部材は保持部材との空間の距離が軸方向に対して一定となるように固定されて
いる。本実施例において、保護加熱部材と保持部材の空間の距離は０．５ｍｍとしている
。保護加熱部材には温度センサ１３１と発熱体１３２が埋め込みまたは固定されている。
温度センサ１３１の出力は温度制御装置２２に導入され、保護加熱部材の温度制御に用い
られる。高温側と低温側それぞれの保護加熱部材の温度制御点は各１点であるが、表面部
材が高熱伝導性であるため、表面の温度分布は小さくなる。
【００２７】
　また、保護加熱部材の発熱体を中心として保持部材側とは反対側に、保護加熱部材を冷
却可能な冷却手段１５が設けられている。図２では冷媒循環による冷却手段を示したが、
ペルチェ素子などを用いることもできる。冷却手段は任意に動作可能であり、必要に応じ
て保護加熱部材を冷却することができる。
【００２８】
　（動作）
　次に図４を参考に、測定時における各温度制御部の動作を説明する。保持部材で挟持さ
れた被測定試料は、ステップＳ１１で上下の主加熱部に所定の温度差を与え加熱を開始さ
れる。
【００２９】
　ステップＳ１２で、高温側と低温側保持部材中の温度が安定し、定常状態に達したか判
定される。本実施例では、保持部材中の各温度測定点の温度変化が０．２℃／５分以下の
とき、定常状態と判定したが、上記基準は測定目的により選択されるものであり、本実施
例記載の値に制限されるものではない。
【００３０】
　ステップＳ１２の判定結果がＮＯの場合、ステップＳ１６で低温側保護加熱部材の制御
温度Ｔ４を低温側保持部材の所定の温度Ｔｂｓｅｔと等しく設定する。本実施例では、Ｔ
ｂｓｅｔを、低温側保持部材の軸方向中央部温度とした。ステップＳ１２とステップＳ１
６の繰り返しにより、Ｔ４とＴｂｓｅｔは測定中ほぼ同じ温度に制御される。本実施例で
は、ステップＳ１２の判定を２分間隔で行うことにした。
【００３１】
　ステップＳ１２の判定結果がＹＥＳの場合、ステップＳ１３で高温側保持部材を通過す
る熱流束（以下、高温側熱流束）ｑ１と低温側保持部材を通過する熱流束（以下、低温側
熱流束）ｑ２を比較する。なお、熱流束ｑは、保持部材１１ａ、１１ｂの温度分布と保持
部材の既知の熱伝導率λｓを用いて（式３）により算出する。
ｑ＝－λｓ・（ｄＴ／ｄｘ）　　　（式３）
　本実施例では低温側熱流束と高温側熱流束の比ｑ２／ｑ１が０．９９～１．０１の場合
、高温側と低温側の熱流束が等しいと判定しているが、上記基準は測定目的により選択さ
れるものであり、本実施例記載の値に制限されるものではない。
【００３２】
　ステップＳ１３の判定結果がＹＥＳの場合、ステップＳ１４で定常状態における保持部
材中の温度分布を記録し、ステップＳ１５で終了する。テップＳ１３の判定結果がＮＯの
場合は、ｑ１≠ｑ２であり、さらにステップＳ１７でｑ１とｑ２の大小関係が判定される
。
【００３３】
　ステップＳ１７の判定結果がＹＥＳの場合はｑ１＞ｑ２であり、ステップＳ１８で高温
側保護加熱部材の制御温度Ｔ３を所定温度上昇させる。本実施例では、１回目のＴ３の変
更量を３℃とし、ステップＳ１８を繰り返すごとにＴ３の変更幅を小さくした。変更幅は
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任意に設定できる。変更幅を小さくすると温度安定までの繰り返し回数が多くなるが、ｑ
１＜ｑ２となるオーバーシュート状態を避けやすい。
【００３４】
　ステップＳ１７の判定結果が偽の場合、つまりｑ１＜ｑ２の場合は、Ｔ３を所定温度低
下させる。本実施例では下降させる所定温度を０．５℃としたが、任意に選択可能である
。また数回ステップＳ１７の繰り返しを経過した後には下降させる所定温度幅を小さくす
ることが有効である。
【００３５】
　上記の判定を繰り返し、ｑ１とｑ２が等しくなった時点の、高温側と低温側保持部材中
の温度分布を記録し、測定を終了する（ステップＳ１５）。熱伝導率λは保持部材の温度
分布よりΔＴおよびｑを算出し、（式２）の手順に従って求めることができる。
【実施例１】
【００３６】
　本発明の実施例として、直径１２ｍｍ、厚さ２ｍｍのセラミックを被測定試料とし、高
温側の熱流束ｑ１と低温側熱流束ｑ２の状態の測定した。実施例１では、高温側主加熱部
１１ａの温度Ｔ１を８０℃に制御した。また低温側の主加熱部は加熱を行わず、冷却部材
に冷却水を循環させた。低温側主加熱部１２ｂの表示温度Ｔ２は２５～２６℃で安定して
いた。高温保護加熱部材１３ｂの制御温度Ｔ３は、高温側保持部材の長さ方向中心位置温
度Ｔａｓｅｔに対して３．３℃高く設定した。低温側保護加熱部材１３ｂの制御温度Ｔ４
は、低温側保持部材の長さ方向中心位置の温度Ｔｂｓｅｔと等しく制御した。
【００３７】
　また実施例２は、高温保護加熱部材１３ｂの制御温度Ｔ３の温度を、高温側保持部材１
３ｂの長さ方向中心位置温度Ｔａｓｅｔに対して５．３℃高く設定した。また同様に実施
例３は、高温保護加熱部材１３ｂの制御温度Ｔ３の温度を、高温側保持部材１３ｂの長さ
方向中心位置温度Ｔａｓｅｔに対して５．３℃高く設定した。実施例２、３おいてその他
の条件は実施例１と同様である。また比較例１として、実施例１における保護加熱部材に
よる加熱を行わなかった場合、比較例２として、Ｔ３をＴａｓｅｔと等しく制御した場合
の計測も行った。実施例１、２、３、比較例１、２の測定結果を表１に示す。また、各実
施例、比較例について、低温側と高温側熱流束の比ｑ２／ｑ１を求め表１に示した。
【００３８】
　実施例１、２、３では、ｑ２／ｑ１が０．９９～１．００であって、高温側と低温側そ
れぞれ一対の保護加熱部材の温度制御によりｑ１とｑ２を等しく制御できることを示して
いる。試料を通過する熱流束ｑは、ｑ１とｑ２の平均値で求めた。
【００３９】
　一方、比較例１ではｑ２／ｑ１は０．８７となっており、保護加熱部材で加熱を行わな
ければ放熱の影響は無視できないことを示している。また、比較例２では、ｑ２／ｑ１が
０．９６となっており、保護加熱部材温度と保持部材平均温度を等しく制御するだけでは
ｑ１およびｑ２を等しくことができない。
【００４０】
【表１】

【００４１】
　本発明の実施態様による熱伝導率測定の結果を確認する。厚みｄの被測定試料に対して
、保持部材両端面に温度差ΔＴを与えたとき、熱流束ｑが得られる。実際の測定では、図
５（ｂ）に示すように、被測定試料と保持部材の間には接触熱抵抗Ｒｃが存在する。本実
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施例で用いたセラミック試料では、試料厚み数１ｍｍ以下の場合、セラミックと保持部材
の接触熱抵抗Ｒｃが熱伝導率計測結果に１０％以上の影響を及ぼす。
【００４２】
　接触熱抵抗Ｒｃと厚みｄと熱伝導率λとΔＴ、ｑの関係は、（式４）で表される。
ΔＴ／ｑ＝２Ｒｃ＋ｄ／λ　　　（式４）
　Ｒｃの係数２は試料の両側に接触面があることを表す。熱伝導率測定に対するＲｃの影
響を補正するために、同一素材のｎ個の試料Ｓ１、Ｓ２、・・・、Ｓｎ（個別試料の測定
における、厚みｄｉ、両端温度差ΔＴｉ、熱流束ｑｉ）を用い、（式４）のＲｃおよびλ
を最小二乗法により決定する。このとき、熱伝導率λは、（式５）より求めることができ
る。
λ＝｛（Σｄｉ）×（Σｄｉ）－ｎ×Σ（ｄｉ×ｄｉ）｝／｛（Σｄｉ）（Σ（ΔＴｉ／
ｑｉ））－ｎ×Σ（ｄｉ×ΔＴｉ／ｑｉ）｝　　　（式５）
　表２に示した２種類のセラミックの熱伝導率を、（式５）を用いて測定した結果を示す
。測定値の幅は、（式５）の最小二乗法による熱伝導率の決定の結果、信頼区間９５％で
熱伝導率が含まれると考えられる範囲である。測定はセラミック１が厚み０．５、１、２
、３、４ｍｍの試料を各２回の計１０回、セラミック２が厚み１、２、３、４ｍｍを各３
回の計１２回行った。
【００４３】
【表２】

【００４４】
　以上示したように、厚みの異なる複数の被測定試料を用いる方法によれば、既知の熱伝
導率を有するセラミック部材の熱伝導率測定値と文献値との差が７％以内となった。
【００４５】
　上記実施形態によれば、高温側および低温側の保持部材に対してそれぞれ１系統の温度
制御点を有する保護加熱部材を用いて温度制御を行うことで、被測定試料の高温側と低温
側の熱流束を等しく制御することができる。これにより、保持部材と保護加熱部材の間に
複雑な対流抑制手段や放熱抑制の方法を用いずに、熱伝導率を測定することができる。
【実施例２】
【００４６】
　図１記載の熱伝導率測定装置を用い、接触熱抵抗の測定も可能である。以下、図５を参
考に、図１記載の熱伝導率測定方法を用いて接触熱抵抗を測定する手法について説明する
。
【００４７】
　図５（ａ）に示すように、保持部材同士を当接させて主加熱部に温度差を与えたとき、
保持部材接触面の温度差ΔＴと通過熱流束ｑと接触熱抵抗Ｒｃは、（式１）と同様に（式
６）から求めることができる。
Ｒｃ＝ΔＴ／ｑ　　　（式６）
　上記構成によれば、保持部材の表面形状を変えて接触熱抵抗の違いを測定することがで
きる。また、保持部材表面に熱伝導グリースを塗布して、グリースの熱伝達性評価に用い
ることが可能である。
【００４８】
　また、被測定試料を挟持し、以下の手順に従い、接触熱抵抗を測定することが可能であ
る。図５（ｂ）に示すように、被測定試料（熱伝導率λ、厚みｄ）を保持部材１１ａ、１
１ｂで挟持し、主加熱部材で加熱したときのΔＴ、ｑ、熱伝導率λ、厚みｄと接触熱抵抗
Ｒｃの関係は、前述の（式４）で表される。ΔＴ、ｑ、λ、ｄがわかれば試料と保持部材



(9) JP 2011-102768 A 2011.5.26

10

20

30

40

50

の接触熱抵抗を算出できる。
【００４９】
　また、二つの試料Ｘ、Ｙ間の接触熱抵抗を求める場合には、以下の手順に従う。第１に
、被測定試料Ｘ（熱伝導率λＸ、厚みｄＸ）を用い、所定の圧力で保持部材１１ａ、１１
ｂで被測定試料Ｘを挟持し、所定の被測定試料平均温度で、高温側保持部材の端面と低温
側保持部材の端面の温度差ΔＴＸ、熱流束ｑＸを計測する。試料保持の状態は図５（ｂ）
のようになる。
【００５０】
　第２に、被測定試料Ｙ（熱伝導率λＹ、厚みｄＹ）を用い、所定の圧力を与え保持部材
で試料Ｙを挟持し、被測定試料Ｘの測定と同じ被測定試料平均温度において、温度差ΔＴ
Ｙ、熱流束ｑＹを計測する。
【００５１】
　第３に、図５（ｃ）に示すように、保持部材１１ａおよびｂで、前記被測定試料Ｘおよ
びＹを直列状態で所定の圧力で挟持し、上記被測定試料ＸおよびＹの測定と同じ被測定試
料の平均温度において、温度差ΔＴＺおよび熱流束ｑＺを計測する。ここで、被測定試料
Ｘ、Ｙをそれぞれ単独で計測した後に、被測定試料ＸおよびＹを直列に挟持して計測する
手順を示しているが、当然逆の順番も考えられる。
【００５２】
　接触熱抵抗が被測定試料厚みに依存しないとき、被測定試料Ｘと被測定試料Ｙの接触熱
抵抗Ｒｃは（式７）で求められる。
Ｒｃ＝ΔＴＺ／ｑＺ－（ΔＴＸ／ｑＸ＋ΔＴＹ／ｑＹ＋ｄＸ／λＸ＋ｄＹ／λＹ）／２　
　　（式７）
　被測定試料Ｘ、Ｙの熱伝導率は実施例１記載の方法で求めることができる。また、熱拡
散率α、密度ρ、比熱ｃを計測し、熱伝導率λ＝α×ρ×ｃで導出してもよい。
【００５３】
　一例として、表３に示した試験番号１ないし５の接触熱抵抗を測定した結果を示す。上
記実施例１のセラミック１とアルミ合金製保持部材との接触熱抵抗を保持部材とセラミッ
ク１の間にフッ素グリスを塗布して測定した。試料としてセラミック板のみを用いたので
、（式４）を変形すると、接触熱抵抗Ｒｃは（式８）で求められる。
Ｒｃ＝（ΔＴ／ｑ－ｄ／λ）／２　　　（式８）
　なお、ここでは、セラミックの熱伝導率として文献値の３．１Ｗ／ｍＫを用いた。厚み
０．５，１，２，３，４ｍｍのセラミック１を試料とすると、セラミック１と保持部材の
間の接触熱抵抗として１．８～３．７ｅ－５　ｍ２Ｋ／Ｗが得られた。
【００５４】
【表３】

【符号の説明】
【００５５】
　１０　計測部
　１１　保持部材
　１２　主加熱部材
　１３　保護加熱部材
　１４　冷却部材
　１５　保護加熱部用冷却部材
　２１　保持部材温度計測部
　２２　温度制御装置
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　２３　加圧力発生機構
　２４　ロードセル
　３１　測定チャンバー
　４０　被測定試料

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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